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日本はＴＰＰにいかに対応すべきか

NEASE-Net代表幹事

谷口　誠

　現在、アメリカは、アジア太平洋国家を目指してアジアに進出してきている。その中で、ＴＰＰ(環太平洋経済連携協定)がアメリカの戦略の一つとして出てきた。

　環太平洋に関する構想については、もともとＡＰＥＣ(アジア太平洋経済協力)の環太平洋経済協力構想がある。これは、日本とオーストラリアがともに戦後における環太平洋の経済協力を進めていこうとして打ち出したものであり、単に貿易投資だけでなく、アジアの発展のために技術協力なども含めた広い構想を持っていた。

　ところが、ＡＰＥＣに関して、日本は、あるときから腰が引けてきた。と言うのも、ＡＳＥＡＮ(東南アジア諸国連合)諸国が、自分たちの統合がまだあまり完成していないときに、大きな袋でＡＳＥＡＮを包含して欲しくないと主張してきたからである。

　そうすると、今度は日本に代わってオーストラリアがイニシアティブを取り始め、その活動が1989年のＡＰＥＣ第1回会議開催という形で結実した。

　もともとアメリカは、ＡＰＥＣに関心が無かったのであるが、21世紀に向けて最も飛躍的に発展するのはアジアだと見据えて、シアトル会議から参加してきた。その結果、ＡＰＥＣは、かつて日本が考えていた、経済協力、技術協力、環境協力などを含めた広い構想ではなく、貿易の自由化、資本取引の自由化という２つの柱が基本となった。

　では、ＡＰＥＣは約20年の歴史の中でどのような役割を果たしたのか。例えば、1997年に発生したアジア通貨危機の際に何をしたのか。残念ながら、アジア通貨危機の際にＡＰＥＣの顔は全く見えなかった。これは、ＡＰＥＣにとって致命的であったと言えよう。

そもそも、ＡＰＥＣでは、貿易の自由化にしろ、資本の自由化にしろ、義務付けは行わない。2010年までにＡＰＥＣの先進５カ国が貿易の自由化、資本取引の自由化をするということをボゴール宣言(1994年)で採択したが、実際、日本も具体的なことは何もしていない。このように、ＡＰＥＣは強制的に自由化を実現する協力体ではないところに限界がある。

　そこで、地域協力体として、新たに3つの枠組みが登場してきた。ＡＳＥＡＮ＋３、ＡＳＥＡＮ＋６、そしてＴＰＰである。

　ここでＴＰＰの歴史を見ておくと、ＴＰＰは、まず、2006年にブルネイ、シンガポール、チリ、ニュージーランドの４カ国により設立された。小国によるハイレベルのＦＴＡ(自由貿易協定)である。そして、2008年にアメリカ、オーストラリア、ペルー、ベトナム、さらに、2010年にマレーシアが参加し、現在９カ国に発展している。

　アメリカがＴＰＰを使おうと思ったのは、ＡＰＥＣよりもはるかに徹底した自由化を目指すためである。これはＡＰＥＣではできない。ＡＰＥＣは、アジア的価値観に基づいたものであるため、緩やかな自由化を各国の自発性に基づいて目指していくものである。これは、アメリカにとってはＡＰＥＣの限界と映る。ただ、アメリカは、このＡＰＥＣの場を使って、アメリカのオリジナルでもないＴＰＰを持ち出してきた。

　アメリカは、2006年にＦＴＡＡＰ(アジア太平洋自由貿易圏)を提唱している。ＦＴＡＡＰは、アジア地域の広域的な地域連携を図る自由化構想で、これがアメリカの最終的な目標である。そして、このＦＴＡＡＰを実現するために、アメリカはＴＰＰを出してきた。100％の自由化が最終的な目標であるが、すぐには出来ないため、小国における自由化構想であるＴＰＰをうまく使ったわけである。

　その中で、アメリカは、どの程度東アジア共同体に参加できるか、ということについて絶えずプレッシャーをかけてきた。アメリカのプレッシャーを受けて、日本は、ＡＳＥＡＮ＋６にアメリカとロシアも加えたＡＳＥＡＮ＋８を提示した。ただ、ＡＳＥＡＮ＋８になると、これはＡＰＥＣと何が違うのか、ということになる。

　このように、地域協力体については、現在、ＡＳＥＡＮ＋３、ＡＳＥＡＮ＋６、ＡＳＥＡＮ＋８、ＴＰＰなど様々なものが出てきており、東アジア共同体の将来は混迷状態にある。

　ところで、なぜ菅政権はＴＰＰに飛びついたのか。日本は、ＴＰＰが「第三の開国」という大げさな表現をし、ＴＰＰの扉は閉まりつつある、今乗り遅れたら日本はダメになると言って慌てている状態である。ＴＰＰに失敗したら日本の将来は無いという流れになり、もはや、菅首相の口から「東アジア共同体」という言葉が聞かれることは無くなった。

　では、ＴＰＰのメリット、デメリットについては十分に検討されているのか。政府から発表されたものを見ると、参加することによるマイナス面として、農業問題にも触れてはいるけれども、ほとんどはＴＰＰに参加しなかった場合のマイナス面に重点が置かれている。すなわち、韓国が、日本の製造業の中心でもある自動車、電気製品、ＩＴの３分野で、アメリカやＥＵとＦＴＡを結んでいるような状況の中、日本がＴＰＰに参加しなければ、大変なマイナスの影響が出て、日本経済は壊滅するだろう、と言う。さらには、日本のＧＤＰに占める農業の貢献度は1.5％程度しかないから、農業は諦めろ、とまで言う。

　実は、マイナス面から言えば、農業のマイナス面の方が金額的に大きいのである。例えば、ＧＤＰに対する貢献度で言えば、ＴＰＰに参加して製造業が輸出することによるＧＤＰへの貢献度は１％強である。これに対して、農業の場合は、ＴＰＰに参加すると本当に大変なマイナスとなり、例えば、日本の食糧自給率が、カロリー・ベースで現在の40％から14％に減少する。また、雇用の喪失が340万人と推定されている。

　確かに、日本は農業に適していない面もあろう。ただ、日本もかつて、例えば1961年には、食糧自給率がカロリー・ベースで78・9％あった。しかし、現在では40％程度である。また、穀物自給率は2007・8年で27％位である。これは、世界で最も低い自給率である。

　その一方で、世界の先進国は軒並み食糧自給率を上げている。例えば、ヨーロッパで見ると、ＥＵの初期には、ＥＵの共通農業政策による補助金・助成金という形で、補助金・助成金の50～60％は農業に向かっていた。中身は所得保障の他に、ＥＵの農産品輸出助成などもあった。後者は、ＧＡＴＴ(関税および貿易に関する一般協定)上は違反になるものである。むしろ、農家の所得保障の方がＧＡＴＴ上は良いということになるのだが、このことを見ても、やはり、農業は普通の工業製品と同じだという感覚を持っている国はないことが分かる。

　そもそも、アメリカ自身が、巨額の間接的農業助成(灌漑や種子改良など)を行って、アメリカの農業生産性を世界で最高の水準に持っていったという事実がある。これは、アメリカの戦略が素晴らしかったのだと評価できよう。アメリカは、世界最高の農業保護を行い、今では自由化を唱える状態にまで持っていったのである。

　これに対して、「米一粒たりとも入れない」と言っていた日本は、1994年から1995年にかけてのウルグアイ・ラウンド(1995年に、ＧＡＴＴはＷＴＯ(世界貿易機関)の一部として改正・解消された)で、日本は農業保護国だ、日本が米の自由化をしないからウルグアイ・ラウンドは成功しないのだ、と叩かれると、すぐに折れてしまう。

　ウルグアイ・ラウンドでの日本の大失敗は、米の自由化をミニマム・アクセスで行ったことである。これは、関税を引き下げずに徐々に輸入量を増やしていくやり方で、最悪の方法だったと言える。なぜ日本は関税で対処しなかったのか。タイ米などは日本の嗜好に合わないため、関税を引き下げ、価格を下げたところで、日本の消費者はタイ米などは買わず、敢えて日本産の米を買うのである。実際、当時、タイ米などを輸入したけれども、結局、余って腐り、捨てられたりしたものが多かった。

　関税を引き下げていれば、ＧＡＴＴ上、誰も文句は言えないわけである。こうして見ると、やはり日本は戦略を誤ったと判断せざるをえない。

　農産物については、これを排した場合の環境に対するマイナス面などを考えると、ＧＡＴＴの上でも、当然農業の保護を主張して良い面もあり、それは交渉次第なわけである。

　米一粒たりとも入れないと頑張っていた日本がもろくも崩れたのは、世界で孤立すると言われたからである。こうなると、日本は守りきれないのである。

　では、アメリカ、ＥＵはどうしているのか。日本は、もっとアメリカの農業政策を検討すべきだったと思う。

　アメリカは農業の生産性を高めて、強い産業に育て、農業をアメリカの戦略に使ったわけである。例えば、ソ連のゴルバチョフ時代、冷害で小麦の生産性が非常に落ちたときに、レーガンが、アメリカからソ連に対して小麦を大量に援助したことがあった。これにより、ゴルバチョフは、完全に共産主義体制から市場経済の方に切り替えていく政策を採らざるを得なくなったわけである。明らかに、資本主義による市場経済型の農業生産の方が、ソ連の集産主義によるコルホーズ的な農業生産よりも、はるかに有利であったことが証明されたわけである。

　アメリカは、農業をいかにしていくかという戦略を持っている。例えば、中国は1995年にＷＴＯ加盟の申請をし、それからアメリカは５年間かけて中国とＷＴＯの加盟について交渉したが、そのプロセスにおいてアメリカが一番力を入れたのは、将来、中国の農業をいかに自由化させていくかという点であった。ＥＵも中国とのＷＴＯ加盟交渉では数年かけている。日本はわずか半年位で終えた。

　もし世界の農業が自由化された場合、2020年の世界はどのような状態になっているであろうか。以下では、このことをＯＥＣＤのデータに基づいて論じてみたい。2020年に農産物の輸入量が一番多い国は日本であり、1750億ドル位の輸入を必要とする。次が中国で、もし中国が農業の自由化を進めるならば、1700億ドル位の輸入量になる。では、このときに農産物を供給できるのはどこかと言うと、その中心はアメリカである。アメリカが最大の輸出余力を持つ国であり、2700億ドル位の輸出余力がある。次がオーストラリアとオセアニア諸国、これにラテンアメリカ、ブラジルが続く。こうしたデータから、自由化した場合の世界はどのようになると考えられるだろうか。

　恐らく、アメリカが一番狙っているのは農産品であり、ＴＰＰを持ち出してきたのも、そのためだろうと考えられる。そして、その第一弾として、まず、日本の農業を自由化させることに重点を置いてきたわけである。しかし、その次は恐らく中国だろうと思われる。

なお、ここで、食文化との関係も考慮に入れて述べると、日本は、所得が増加しても、あまり肉食に変化は生じない。これに対して、中国は所得が増加すれば、全体的に穀物から肉食に変わる。この場合に一番重要となるのは、動物のための飼料の輸入が非常に多くなるという点である。人間が食べる穀物の量に比べ、動物の穀物消費量は非常に大きいからである。さらに、中国は、人口が毎年1.1％ずつ増えると仮定すると、毎年500万トン位の穀物が新たに必要とされる。

こうした様々な点も考慮に入れた上で、アメリカは、中国がいつまで食料の輸入を抑えているのかを見定めようとしているのである。すなわち、中国の食糧自給率が低下したときの隙を狙っているのがアメリカである。アメリカにとっては工業製品を売ることも大切であるが、やはり農産品の輸出が大きな目標であることは間違いないであろう。

　そうした中で、日本はこれからどうすべきか。私は、日中韓を中心に、中国、韓国、ＡＳＥＡＮ諸国とＦＴＡやＥＰＡ(経済連携協定)の交渉にバイ(二国間)で取り組めば良いのではないかと考える。そのバイの交渉の中で、日本の農業をどうするか、中国との食糧の安全保障の問題をどうするかといったことを協議すれば良い。何もＴＰＰに飛び乗る必要はない。食糧の安全保障ほど重要なものはない。にもかかわらず、日本ほど食糧で裸の安全保障という状態の国は、他に世界中探してもどこにもない。

　例えば、日本は、米が150万トンで２ヶ月分、小麦が100万トンで2.6ヶ月分、大豆が５万トンで20日分の備蓄しかない。

　ヨーロッパでは、例えば、スイスの場合、食糧自給率は68％くらいであるが、それでも小麦については輸入業者は６ヶ月分を備蓄し、各家庭も10日分の小麦粉、ミルクパウダー、食料油といったものを備蓄する義務を負っている。フィンランド、ノルウェー、スウェーデンなど、皆備蓄を考えている。

　それに比べると、日本は本当に食糧の備蓄が少ない。2050年の世界人口は91億人になると推定されている。また、各国とも豊かになっていくため、食べる量も増加していく。こうした世界の食糧事情を考えると、食料不足が起こる時代は来ないという保障はない。

したがって、食糧の安全保障を考える際に、アメリカだけに頼る政策は危険である。食糧の安全保障は、やはり、アジア諸国の共通農業政策の下で、お互いにアメリカだけに頼らない食糧の安全保障を考えていくこと、これが東アジア共同体の一つの課題だと考える。
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